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問合せ先責任者  （役職名）執行役員財務部担当 (氏名) 東條 正和    TEL(048)644-0634 
定時株主総会開催予定日  平成26年６月27日     配当支払開始予定日  平成 26年 6月30日 

有価証券報告書提出予定日  平成26年６月27日                 
                                          （百万円未満切捨て） 

１．平成 26 年３月期の業績（平成 25 年４月１日～平成 26 年３月 31 日） 

    (1)経営成績                                     （％表示は対前期増減率） 

 営 業 収 益 純 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

26 年３月期 

25 年３月期 

百万円     ％ 

7,036 (40.3) 

  5,015 (34.4) 

百万円   ％  

 6,817 (40.7) 

4,844 (34.7) 

百万円    ％  

  1,834 (281.2) 

 481 (  － ) 

百万円   ％  

2,334 (154.8) 

  916 ( － ) 
 

 
当 期 純 利 益  

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後       
１株当たり当期純利益 

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

営業収益 

営業利益率 
 

26 年３月期 

25 年３月期 

百万円  ％ 

2,136 (141.8) 

  883 ( － )  

  円  銭 

208.37 

84.69  

    円   銭               
－ － 

   － － 

％ 

15.6 

7.4  

％ 

4.4  

2.2  

％ 

26.1  

9.6  

     (参考) 持分法投資損益 26 年３月期 －百万円  25 年３月期 －百万円   

      
 

(2)財政状態 

 総 資 産 純  資  産 自己資本比率 1株当たり純資産 

 

26 年３月期 

25 年３月期 

           百万円      

59,746    

47,396    

百万円 

14,530     

12,816     

        ％ 

24.3    

27.0   

円  銭  

1,439.24 

1,226.00   

    （参考） 自己資本 26 年３月期 14,530 百万円  25 年３月期 12,816 百万円  

      
 
 
    (3) キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高  

 

26 年３月期 

25 年３月期 

百万円  

△1,763 

△3,537 

百万円 

△62 

114 

百万円 

3,242 

△607 

百万円  

4,049 

2,632 
 

２．配当の状況 

 1 株当たり配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 純資産配当率 

（基準日） 中間期末 期 末 年 間 

 

25 年３月期 

26 年３月期 

  円 銭 

－ 

－ 

  円 銭 

17  00 

  40  00 

  円 銭 

17  00 

40  00   

百万円 

177 

403 

％ 

20.1  

19.2  

％ 

1.5 

3.0 

27年３月期(予想) － － －   －  
                

(注) 配当予想の修正の有無  無 

       平成27年3月期配当予想につきましては、業績予想を開示していないため、配当予想を記載しておりません。
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３．平成 27年３月期の業績予想（平成 26年４月１日～平成 27年３月 31日） 

  

当社の主たる事業は金融商品取引業であり、経済情勢及び市場環境の変動による影響を大きく受

ける状況にあり、業績予想を適正に行うことは困難であることから、業績予想については開示して

おりません。 

 

４．その他 

(1)財務諸表の作成に特有の会計処理の適用        ：無 

    

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更     ：無   

②  ①以外の会計方針の変更                   ：無   

      ③ 会計上の見積りの変更           ：無 

      ④ 修正再表示                ：無 

 

 

 

 

 (3) 発行済株式数(普通株式) 

  ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

   26 年３月期  11,115,739 株    25 年３月期  11,115,739 株  

  ② 期末自己株式数  

26 年３月期   1,019,899 株 25 年３月期     662,037 株  

        ③ 期中平均株式数 

            26 年３月期 10,253,324 株  25 年３月期 10,433,958 株 

               
  

         

 (注)１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、25 ページ「１株当たり情

報」をご覧ください。 
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１． 業績等に関する定性的情報 

   

 (1)経営成績に関する分析 

当事業年度における国内株式市場は、日銀が導入を決めた「量的・質的金融緩和」を受

けて一段と円安が進行したことや、堅調な海外株式相場を受けて大幅に上昇して始まり、5

月には、企業業績の上方修正が相次いだことにより、日経平均株価は 5 年 5 ヵ月ぶりに１

万 5,000 円台を回復しました。 

しかし 5月後半に、米連邦準備制度理事会（FRB）議長が金融緩和策の早期縮小の可能性

について発言したことをきっかけに米株式相場が下落すると、これまでの大幅な上昇の反

動もあり株価は大きく下落しました。 

その後も、新興国の通貨安や円高の進行に加え、政府への政策期待が後退したことから

株価は勢いを失い、ボックス圏での動きとなりました。 

9 月に入ると、2020 年夏季五輪の東京開催決定や米金融緩和策の縮小見送りが好感され

株価は上昇に転じました。しかし年が明けると、新興国通貨危機の勃発や中国景気指標の

悪化懸念、ウクライナ情勢の緊迫化等から、投資家のリスク回避の動きが高まり下落基調

となりました。 

3 月後半には、米国個人消費の底堅さが確認されると安心感が広がり、円安・ドル高が進

行し、期末の配当取りの動きなども加わり、上昇傾向を強め、前半の下落分をほぼ埋めて

月末を迎え、結局、日経平均株価は 14,827.83 円で取引を終えました。 

このような環境下、国内株式市況の活況に加え、中期経営計画に基づく収益多様化の一環と

しての外債・投信・保険等の販売により、営業収益は 70億36百万円（前年同期比140.3％）、

純営業収益は68億17百万円（同140.7％）となりました。また、販売費・一般管理費は49億

82百万円（同114.2％）となり、その結果、営業利益は18億34百万円（前年同期比381.2％）、

経常利益は 23億34百万円（前年同期比254.8％）となりました。 

主な概要は以下のとおりであります。 

    

①  受入手数料：当事業年度の受入手数料の合計は、47億 10 百万円(前年同期比 157.1％)とな

りました。 

主な内訳は以下のとおりです。 

○委託手数料 

  国内株式市場は、量的・質的金融緩和を受けて円安が進行したこと等により活況を呈した

結果、委託手数料は 35億 14 百万円（同 176.9％）となりました。 

○引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

  発行市場においては、社債発行については投資法人債の起債が増加し件数では前年同期比 1

割増しとなったものの、事業債の発行が低調で大型案件も減少したため金額ベースでは前年同

期比微増に留まりました。エクイティ関連では良好な相場環境を受け公募増資や自己株式処分

案件が増加し、件数・金額ともに前年同期比大幅増となりました。また、新規上場案件につい

ては件数は前年同期比微減、金額ベースでは同 1.2 倍となりました。こうした中、引受け・売

出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は 27百万円（同 77.5％）となりました。 

○募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

  投資信託を中心に取組みセミナー等により効率的な大口顧客への販売促進を行った結果、募

集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は６億 66百万円（同 121.2％）とな

りました。 

○その他の受入手数料 

  投資信託の信託報酬等によりその他の受入手数料は、５億１百万円（同 117.5％）となりま

した。 

    

②  金融収支 

    金融収益は６億６百万円(前年同期比 154.5％)、金融費用は２億 18百万円（同 127.9％）と

なり、その結果、金融収支は３億 87百万円（同 175.1％）の利益となりました。    

    

③  トレーディング損益 

トレーディング損益は 17億 19 百万円(前年同期比 105.9％)となりました。このうち、53.4％

が株券等のトレーディング損益、46.6％は債券等他のトレーディング損益となっております。 
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④  販売費・一般管理費 

販売費・一般管理費は、業績連動給及び賞与引当金の増加による人件費増により、49 億 82

百万円（前年同期比 114.2％）となりました。 

      

⑤  特別損益 

特別利益は、固定資産売却益 13百万円、投資有価証券の売却益６百万円により、20百万円（前

年同期比 26.0％）となりました。一方、特別損失は固定資産の売却損 10 百万円、金融商品取

引責任準備金繰入 26百万円、店舗整備損 13百万円等により 54百万円（同 269.6％）となりま

した。その結果、特別損益は 33 百万円（前年同期は 58 百万円のプラス）の損失計上となりまし

た。   

 

 (2) 財政状態に関する分析 

 

①  資産、負債及び純資産の状況 

[流動資産] 

前期末に比べて 121 億 95 百万円増加し、540 億 28 百万円となりました。これは、現金・

預金が 14億 17 百万円、預託金が 21億 17 百万円、信用取引資産が 86億 86 百万円増加し

たことなどによるものです。 

[固定資産] 

前期末に比べて１億 54百万円増加し、57億 17 百万円となりました。これは、投資有価

証券の時価の変動に伴う増加等によるものです。 

以上の結果、総資産は前期末に比べて 123 億 50 百万円増加し、597 億 46 百万円となりま

した。 

[流動負債] 

前期末に比べて 107 億６百万円増加し、431 億 65 百万円となりました。これは、信用

取引負債が 32億 64 百万円、預り金が 12億 66 百万円、受入保証金が 22億７百万円、短期

借入金が 37億 50 百万円増加したことなどによるものです。 

[固定負債] 

前期末に比べて 97百万円減少し、19億 63 百万円となりました。 

        [特別法上の準備金] 

前期末に比べて 26百万円増加し、86百万円となりました。 

[純資産] 

前期末に比べて 17 億 14 百万円増加し、145 億 30 百万円となりました。これは、当期

純利益 21億 36 百万円により利益剰余金が 19 億 58 百万円の増加、自己株式３億 19 百万

円の増加等によるものです。 

②  キャッシュ・フローの状況 

当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、顧客分別金信託及び信用取引資産

の増加等により減少し、△17億 63 百万円（前期比 17億 74 百万円の増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による減少等により、△62

百万円（同１億 76 百万円の減少）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは

短期借入金の増加等により 32億 42 百万円（同 38億 49 百万円の増加）となりました。 

以上により、当期末における現金及び現金同等物残高は、前期末残高に比べ 14億 17 百

万円増加し、40億 49 百万円となりました。 
 
 (3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分につきましては、安定的かつ継続的な配当の実施を前提としつつ、収益変動の激

しい証券業界の特性を踏まえ内部留保の充実にも配慮し、株主の皆様への利益還元を重視して、

あわせて企業価値の増大を図ることを基本方針としております。 

上記基本方針並びに業績を勘案した結果、当期の配当につきましては、１株当たり 40 円

を実施する予定であります。また、次期配当につきましては、現時点では未定であります。 
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(4) 事業等のリスク 

当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に影響を及ぼす可能性があると考

えられる主な事項を記載しておりますが、リスクを完全に網羅するものではありません。また、

当該リスク要因については、将来に関する事項が含まれておりますが、それらは平成 26年３月

期決算短信提出日現在において判断したものです。当社は、これらのリスク発生の可能性を認

識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応を行う社内体制の整備に努めております。 

① 株式市場の変動について 

当社の収益は、個人投資家を中心とした株式委託手数料に大きく依存しております。その

ため、金融商品取引市場の変動、とりわけ株価の変動により経営成績及び財政状態が影響を

受ける可能性があります。 
 

②トレーディング業務について 

当社は、自己勘定でトレーディング業務を行っており、株価、債券価格、金利、為替等の市

場価格の急激な変動等により損失が発生し、経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性が

あります。 
 
③ 他社との競合について 

当社は、埼玉、東京、神奈川、大阪を営業地盤とした地域密着型の対面取引を行っており

ますが、顧客の多様なニーズにこたえ、その利便性を向上するため、平成 17年７月より非対

面取引であるインターネット取引「トレジャーネット」を、平成 21年７月には「トレジャー

ネット FX」（取引所外国為替証拠金取引「大証 FX」）を開始し、顧客ニーズヘの的確な対応

をはかり、また、一部店舗を株式会社りそな銀行及び株式会社埼玉りそな銀行の店舗内に併

設することにより、顧客の利便性の向上をはかっております。今後も営業基盤の拡大をはか

ってまいりたいと考えておりますが、規制緩和の影響により金融商品取引業および外国為替

証拠金取引業への新規事業者の参入等で競争が激化しており、当社が競争力を維持できなか

った場合には経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
 

④ 顧客に対する与信について 

 当社が取り扱う信用取引、先物取引及び外国為替証拠金取引は、顧客へ信用を供与するも

のであるため、当社は様々な取引条件を設けることにより、顧客の担保不足や返済の不履行

などの回避に努めております。しかしながら、予想をはるかに超える急激な株式市況・為替

市況等の変動によって、顧客に決済できないほどの損失の発生や担保不足に伴う追加証拠金

の確保が難しくなった場合には、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑤ 資金調達に件うリスク 

  当社は、資金調達では一部金融機関からの借り入れを行っておりますが、その信用状況の

悪化等によっては必要な資金が確保できなくなる、あるいは通常より高い金利での資金調達

を余儀なくされることにより、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑥ 投資有価証券の減損に関するリスク 

  当社は、保有する投資有価証券のうち、時価のある有価証券については時価をもって貸借

対照表計上額とし、市場価額が著しく下落した場合には評価差額を損失に計上することとして

おります。また、時価のない有価証券については、当該有価証券の発行会社の財政状態の悪化

により、実質価額が著しく低下した場合は相当の減額を行い、損失として処理することとして

おります。これらにより、経営成績及び財政状況に影響を受ける可能性があります。 
 

⑦ 固定資産の減損に関するリスク 

  当社は、固定資産の減損処理を進めており、現時点では経営状況に著しい影響を及ぼすよ

うな減損が生じる可能性は極めて低いと判断しております。しかしながら、今後の経済環境の

変化等により、保有する固定資産について減損処理が必要となった場合には、経営成績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑧ 法令遵守に関するリスク 

  当社は、法令・諸規則遵守の強化を図るため、内部管理体制の整備・強化に努めておりま

すが、法令違反等があった場合、損失が発生する可能性、訴訟の提起を受ける可能性及び監督

当局から行政処分等を受ける可能性があります。 
 

⑨ 顧客情報の管理について 

  当社は、個人情報保護法に基づく社内管理体制の構築を進めておりますが、予想外のルー

ト等により個人情報が漏えいした場合は当社の信用に影響を与えるのみならず、主務大臣がそ

の対応に関し、個人情報保護法に適していないと判断した場合は、業務の改善または停止の命

令の行政処分が発せられ、その結果、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑩ 法的規制等について 

  当社は、金融商品取引市場の担い手として、金融商品取引法等の法令・諸規則等の規制及

び監督官庁等による監督・指導を受けております。金融商品取引法第 29条に基づく金融商品

取引業の「登録」を受けて事業を行っておりますが、同第 46条の６には「自己資本規制比率」

の制度が設けられております。このほかにも顧客資産の分別管理・投資者保護基金や金融商品

販売法・消費者契約法など各種規制を受けており、当社が法令等に違反した場合には、業務改

善命令や業務停止命令といった行政処分を受ける場合も想定されます。そのような場合には、

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑪ 訴訟に関するリスク 

  当社では、常に、コンプライアンスの徹底とそのための社内体制の整備をはかり、社員教

育の強化に努めておりますが、価格変動の激しい商品を取り扱っているため、顧客との間で事

実認識の相違等を理由に紛争が発生する場合があります。 

 当社としては、このような紛争の未然防止のため最大限の努力をしていく所存ですが、価格

変動のある商品を取り扱っているというその業務内容からは、顧客との紛争が生じる場合も想

定され、訴訟が発生した場合、その経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑫ システムに関するリスク 

  当社またはその業務委託先が業務上使用するコンピューターシステムや回線が、品質不良、

外部からの不正アクセス、災害や停電時の諸要因によって障害を起こした場合、即時に電話等

による対応策を講ずることとしております。しかしながら、障害規模によっては早急な代替策

を講じることができず、顧客サービスに支障をきたした場合には、経営成績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。 

 

 

     (５) 継続企業の前提に関する重要事象等 

 該当事項はありません。 
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２．企業集団の状況 
 

     該当事項はありません。  
 

 

３．経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 

当社は顧客第一主義を徹底し、埼玉・東京を中心とした地域密着型の対面営業を基本戦略と

して位置づけております。特に、埼玉県内における優位性を最大限生かしつつ強固な営業基盤

を構築するとともに、より質の高いコンサルティング機能の提供により、顧客のゆとりある未

来を応援する、「誠心誠意」、「信頼と安心」を経営理念とする、県内において圧倒的存在感

を有する証券会社の実現を目指してまいります。更に、経営の効率化・収益構造の変革等によ

り、安定的な収益体質の構築を図り、併せてコンプライアンス態勢の強化に取り組んでまいり

ます。 

 

(2)目標とする経営指標 

当社は、株式売買手数料に依存した収益体質から、安定的な収益を確保できる収益体質に改

善するための各種収益施策を展開しております。そのために「損益分岐点収益」概念を導入し、

直間比率の改善（非営業部門から営業部門へのシフト）、ストック収益構成比率拡大などの目

標を掲げております。 

 

(3)中長期的な会社の経営戦略 

当社は、昨年４月より「地域特化・ライフプラン提案型」の基本方針の下、第二次中期経営

計画をスタートし、向こう３年間において、強固な経営体制を維持しつつ、営業基盤をさらに

拡大し、CSR 重視の企業風土定着に向けた絶え間ない努力により、更なる成長性を確保してまい

ります。 
 

(4)会社の対処すべき課題 

消費税増税や中国シャドーバンキング問題、東ヨーロッパの地政学的リスクなど、国内外の

不安要素はあるものの、引き続き国内政策への期待感も高く、今後も大いに期待できる相場環

境が整いつつあります。このような環境の中で、当社はお客様とより一層密着した、木目細や

かなサービスの提供に努め、顧客基盤の拡充によって、相場環境に左右されない経営体質への

転換を目指しております。 

今後は、中期経営計画に基づき、商品供給力強化、営業支援体制整備等による黒字体質定着

化、多様化する顧客ニーズに対応した提案営業による営業基盤の拡充、そして、ＣＳＲを重視

した企業風土の定着化により、経営の安定化・成長性の確保を図り、お客様に安心してご利用

いただける、地域と共に生きる地域密着型の証券会社を実現して参ります。 

また、業務・内部監査の本部集中化等業務プロセスの効率化・共通化により、コンプライアン

ス態勢の堅持・強化を図りながら、お客様と長期にわたり良好な取引関係を構築し、少数精鋭の

プロ集団として資金運用のベストアドバイザーを目指すことにより、企業価値の一層の向上に努

め、県内において圧倒的な存在感を有する証券会社を目指してまいります。 
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４．財務諸表等 

（１）貸借対照表                             （単位：百万円） 

    前事業年度 当事業年度 

    (平成 25年３月 31日) (平成 26年３月 31日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金・預金 ２，６３２ ４，０４９ 

  預託金 １２，７０９ １４，８２６ 

  トレーディング商品 ７３ ２１８ 

   商品有価証券等 ７３ ２１８ 

  約定見返勘定 ６２ － 

  信用取引資産 ２５，０６３ ３３，７５０ 

   信用取引貸付金 ２３，８７５ ３３，０４１ 

   信用取引借証券担保金 １，１８８ ７０８ 

  立替金 ０ ０ 

  募集等払込金 ７１９ ５６２ 

  短期差入保証金 １７８ １２０ 

  短期貸付金 － － 

  前払金 － ５ 

  前払費用 ４８ ５１ 

  未収入金 １２ ２０ 

  未収収益 ３４２ ４３９ 

  貸倒引当金 △１１ △１６ 

  流動資産計 ４１，８３２ ５４，０２８ 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ９９ ９９ 

   器具・備品（純額） ６７ ９８ 

   土地 １１５ ７９ 

   リース資産 ３２ ９１ 

  有形固定資産計 ３１４ ３７０ 

  無形固定資産   

   ソフトウェア ２８ ２９ 

  無形固定資産計 ２８ ２９ 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ４，８０３ ４，９９３ 

   出資金 ４ ４ 

   長期貸付金 １９ １０ 

   長期前払費用 ０ ０ 

   長期差入保証金 ３４０ ２５６ 

   その他の投資等 １０６ ９０ 

   貸倒引当金 △５３ △３８ 

   投資その他の資産計 ５，２２０ ５，３１８ 

   固定資産計 ５，５６３ ５，７１７ 

   資産合計 ４７，３９６ ５９，７４６ 
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                                     （単位：百万円） 

    前事業年度 当事業年度 

    (平成 25年３月 31日) (平成 26年３月 31日) 

負債の部   

 流動負債   

 

 

 

 トレーディング商品 

   商品有価証券等 

 約定見返勘定(貸) 

－ 

－ 

－ 

９ 

９ 

１８ 

  信用取引負債 １５，５６６ １８，８３０ 

   信用取引借入金 １３，３９２ １７，３２３ 

   信用取引貸証券受入金 ２，１７４ １，５０６ 

  預り金 ８，７４４ １０，０１１ 

   顧客からの預り金 ７，８３６ ９，２８８ 

   その他の預り金 ９０８ ７２３ 

  受入保証金 ４，３８６ ６，５９３ 

   信用取引受入保証金 ４，２６１ ６，５１３ 

   外国為替取引受入証拠金 １２５ ７９ 

  短期借入金 ３，０５０ ６，８００ 

  未払金 １４９ １７４ 

  未払費用 １１８ １８５ 

  未払法人税等 ９６ １３７ 

  賞与引当金 ３４４ ３７５ 

 

 

 

 

偶発損失引当金 

リース債務（流動） 

１ 

－ 

１ 

２３ 

  その他の流動負債 ０ １ 

  流動負債計 ３２，４５８ ４３，１６５ 

 固定負債   

  リース債務 ３６ ５１ 

  繰延税金負債 ４４５ ５３４ 

  退職給付引当金 １，０６２ １，１２９ 

  長期未払金 ５９ ５７ 

  負ののれん ３９２ １３０ 

  その他の固定負債 ６４ ５９ 

  固定負債計 ２，０６０ １，９６３ 

 特別法上の準備金   

  金融商品取引責任準備金 ６０ ８６ 

  特別法上の準備金計 ６０ ８６ 

  負債合計 ３４，５７９ ４５，２１５ 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 ５，０００ ５，０００ 

  資本剰余金   

   資本準備金 １，２５０ １，２５０ 

   その他の資本剰余金 ８４１ ８５０ 

  資本剰余金合計 ２，０９１ ２，１００ 

  利益剰余金   

   その他の利益剰余金 ５，１１４ ７，０７３ 

    別途積立金 ８３２ ８３２ 

    繰越利益剰余金 ４，２８２ ６，２４１ 

   利益剰余金合計 ５，１１４ ７，０７３ 

  自己株式 △４４３ △７６２ 

  株主資本合計 １１，７６２ １３，４１１ 

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 １，０５３ １，１１８ 

  評価・換算差額等合計 １，０５３ １，１１８ 

  純資産合計 １２，８１６ １４，５３０ 

  負債純資産合計 ４７，３９６ ５９，７４６ 
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（２）損益計算書                             （単位：百万円） 

    前事業年度 当事業年度 

    自 平成 24年４月 1日  自 平成 25年４月 1日 

    至 平成 25年３月 31日  至 平成 26年３月 31日 

営業収益   

 受入手数料 ２，９９９ ４，７１０ 

  委託手数料 １，９８６ ３，５１４ 

  引受け・売出し・特定投資家向け 

売付け勧誘等の手数料 ３６ ２７ 

  募集・売出し・特定投資家向け 

売付け勧誘等の取扱手数料 
５４９ ６６６ 

  その他の受入手数料 ４２６ ５０１ 

 トレーディング損益 １，６２３ １，７１９ 

 金融収益 ３９２ ６０６ 

 営業収益計 ５，０１５ ７，０３６ 

金融費用 １７１ ２１８ 

 純営業収益 ４，８４４ ６，８１７ 

販売費・一般管理費   

 取引関係費 ７１４ ７９７ 

  支払手数料 １１４ １５８ 

  取引所・協会費 １７０ １９５ 

  通信・運送費 ２９９ ２９９ 

  旅費・交通費 １５ １５ 

  広告宣伝費 ９２ １０１ 

  交際費 ２１ ２７ 

 人件費 ２，５９５ ３，１１７ 

  役員報酬 １０６ １１４ 

  従業員給料 １，６５７ ２，０２８ 

  歩合外務員報酬 ４７ ７６ 

  その他の報酬・給料 １９ ２０ 

  退職給付費用 ９３ ９３ 

  福利厚生費 ３２５ ３６２ 

  賞与引当金繰入 ３４４ ４２０ 

 不動産関係費 ３７８ ３６７ 

  不動産費 ２７６ ２７３ 

  器具・備品費 １０１ ９３ 

 事務費 ４７２ ４７９ 

  事務委託費 ４５３ ４５１ 

  事務用品費 １８ ２８ 

 減価償却費 ７３ ７０ 

 租税公課 ６１ ６５ 

 その他 ６６ ８４ 

販売費・一般管理費計 ４，３６２ ４，９８２ 

 営業損益 ４８１ １，８３４ 
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                                     （単位：百万円） 

    前事業年度 当事業年度 

     自 平成 24年４月 １日  自 平成 25年４月 １日 

     至 平成 25年３月 31日  至 平成 26年３月 31日 

営業外収益 ４３８ ５１３ 

 負ののれん償却 ２６１ ２６１ 

 受取配当金 １３８ １４７ 

 雑益 ３８ １０４ 

営業外費用 ３ １３ 

 雑損 ３ １３ 

 経常損益 ９１６ ２，３３４ 

特別利益 ７８ ２０ 

 投資有価証券売却益 ７３ ６ 

 固定資産売却益 － １３ 

 偶発損失引当金戻入 ４ － 

特別損失 ２０ ５４ 

 固定資産売却損 － １０ 

 投資有価証券売却損 ７ － 

 減損損失 － ３ 

 固定資産除却損 ２ ０ 

 店舗整備損 ２ １３ 

 金融商品取引責任準備金繰入 ７ ２６ 

  税引前当期純損益 ９７４ ２，３０１ 

  法人税、住民税及び事業税 ９１ １６４ 

  法人税等調整額 △０ △０ 

  当期純損益 ８８３ ２，１３６ 
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    (3) 株主資本等変動計算書                        （単位：百万円） 

      前事業年度 当事業年度 

      （自 平成 24年４月 １日 （自 平成 25年４月 １日 

      至 平成 25年３月 31日） 至 平成 26年３月 31日） 

 株主資本   

  資本金   

   当期首残高 ５，０００ ５，０００ 

   当期変動額   

    合併による増加 － － 

    当期変動額合計 － － 

   当期末残高 ５，０００ ５，０００ 

  資本剰余金   

   資本準備金   

    当期首残高 １，２５０ １，２５０ 

    当期変動額   

    合併による増加 － － 

     当期変動額合計 － － 

    当期末残高 １，２５０ １，２５０ 

  その他資本剰余金   

   当期首残高 ８４１ ８４１ 

   当期変動額   

     自己株式の処分 ０ ９ 

    合併による増加 － － 

     当期変動額合計 ０ ９ 

    当期末残高 ８４１ ８５０ 

  資本剰余金合計   

   当期首残高 ２，０９１ ２，０９１ 

   当期変動額   

   自己株式の処分 ０ ９ 

    合併による増加 － － 

     当期変動額合計 ０ ９ 

    当期末残高 ２，０９１ ２，１００ 

 利益剰余金   

  その他利益剰余金   

   別途積立金   

    当期首残高 ８３２ ８３２ 

    当期変動額 － － 

     当期変動額合計 － － 

    当期末残高 ８３２ ８３２ 

   繰越利益剰余金   

    当期首残高 ３，４５０ ４，２８２ 

    当期変動額   

     剰余金の配当 △５２ △１７７ 

     当期純利益又は 

当期純損失（△） 
８８３ ２，１３６ 

     当期変動額合計  ８３１ １，９５８ 

    当期末残高 ４，２８２ ６，２４１ 
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（単位：百万円） 

      前事業年度 当事業年度 

      （自 平成 24年４月 １日 （自 平成 25年４月 １日 

      至 平成 25年３月 31日） 至 平成 26年３月 31日） 

  利益剰余金合計   

   当期首残高 ４，２８２ ５，１１４ 

   当期変動額   

     剰余金の配当 △５２ △１７７ 

     当期純利益又は 

当期純損失（△） 
８８３ ２，１３６ 

     当期変動額合計 ８３１ １，９５８ 

    当期末残高 ５，１１４ ７，０７３ 

 自己株式   

   当期首残高 △４５６ △４４３ 

   当期変動額   

    自己株式の取得 △０ △３４６ 

    自己株式の処分 １３ ２７ 

    合併による増加 － － 

    当期変動額合計 １３ △３１９ 

   当期末残高 △４４３ △７６２ 

 株主資本合計   

   当期首残高 １０，９１８ １１，７６２ 

   当期変動額   

    剰余金の配当 △５２ △１７７ 

    当期純利益又は 

当期純損失(△) 
８８３ ２，１３６ 

    自己株式の取得 △０ △３４６ 

    自己株式の処分 １３ ３６ 

    合併による増加 － － 

    当期変動額合計 ８４４ １，６４８ 

   当期末残高 １１，７６２ １３，４１１ 
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（単位：百万円） 

      前事業年度 当事業年度 

      （自 平成 24年４月 １日 （自 平成 25年４月 １日 

      至 平成 25年３月 31日） 至 平成 26年３月 31日） 

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金   

   当期首残高 ２８５ １，０５３ 

   当期変動額   

    株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） ７６７ ６５ 

    当期変動額合計 ７６７ ６５ 

   当期末残高 １，０５３ １，１１８ 

  評価・換算差額等合計   

   当期首残高 ２８５ １，０５３ 

   当期変動額   

    株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） ７６７ ６５ 

    当期変動額合計 ７６７ ６５ 

   当期末残高 １，０５３ １，１１８ 

  純資産合計   

   当期首残高 １１，２０３ １２，８１６ 

   当期変動額   

    剰余金の配当 △５２ △１７７ 

    当期純利益又は 

当期純損失(△) ８８３ ２，１３６ 

    自己株式の取得 △０ △３４６ 

    自己株式の処分 １３ ３６ 

    合併による増加 － － 

    株主資本以外の項目の当

期変動額（純額） ７６７ ６５ 

    当期変動額合計 １，６１２ １，７１４ 

  当期末残高 １２，８１６ １４，５３０ 
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   (4) キャッシュ・フロー計算書                           （単位：百万円） 

      前事業年度 当事業年度 

      （自 平成 24年４月 １日 （自 平成 25年４月 1日 

      至 平成 25年３月 31日） 至 平成 26年３月 31日） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 974 2,301 

 減価償却費 73 70 

 負ののれん償却額 △261 △261 

 貸倒引当金の増減額 △4 △10 

 賞与引当金の増減額 241 △28 

 役員賞与引当金の増減額 33 59 

 退職給付引当金の増減額 33 66 

 金融商品取引責任準備金の増減額 7 26 

 受取利息及び受取配当金 △526 △753 

 支払利息 171 216 

 投資有価証券売却損益 △66 △6 

 有形固定資産除売却損益 2 1 

 偶発損失引当金の戻入 △4 － 

 顧客分別金信託の増減額 △3,525 △2,117 

 トレーディング商品の増減額 79 △144 

 約定見返勘定の増減額 101 81 

 信用取引資産・負債の増減額 △4,304 △5,422 

 立替金及び預り金の増減額 2,766 1,281 

 受入保証金の増減額 927 2,265 

 その他 △577 252 

 小計 △3,862 △2,123 

 利息及び配当金の受取額 512 684 

 利息の支払額 △172 △218 

 法人税等の支払額 △16 △106 
営業活動によるキャッシュ・フロー △3,537 △1,763 
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                                       （単位：百万円） 

      前事業年度 当事業年度 

       （自 平成 24年４月 1日 （自 平成 25年４月 １日 

      至 平成 25年３月 31日） 至 平成 26年３月 31日） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △9 △37 

 投資有価証券の売却による収入 142 8 

 有形固定資産の取得による支出 △46 △83 

 有形固定資産の売却による収入 － 47 

 無形固定資産の取得による支出 △7 △12 

 長期差入保証金の差入による支出 △5 △6 

 長期差入保証金の返還による収入 7 14 

 その他 34 6 

投資活動によるキャッシュ・フロー 114 △62 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額(純額) △550 3,750 

 自己株式取得による支出 △0 △346 

 自己株式売却による収入 13 36 

 配当金の支払額 △52 △177 

 リース債務の返済による支出 △18 △19 

財務活動によるキャッシュ・フロー △607 3,242 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 4 － 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額(減少額△) △4,026 1,417 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 6,659 2,632 

Ⅶ. 合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － － 

Ⅷ．現金及び現金同等物の期末残高 2,632 4,049 
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(6) 財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項 目 
前事業年度 

自 平成 24年４月 １日 
至 平成 25年３月 31日 

当事業年度 
自 平成 25年４月 １日 
至 平成 26年３月 31日 

 

１ トレーディングの目的

及び範囲ならびに評価

基準及び評価方法 

 

当社は時価の変動または市場間の格差等を利用して

利益を得ることならびにその損失を減少させること

を目的として自己の計算において行う、有価証券の

売買取引、市場デリバティブ取引、外国市場デリバ

ティブ取引及びその他の取引等をトレーディングと定

め、時価法を採用しております。 

 

 

 

同左 

 

２ トレーディング関連以

外の有価証券等の評価

基準及び評価方法 

 

(1) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を

採用しております。(評価差額は全部純資産

直入法により処理。売却原価は移動平均法に

より算定) 

  ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

            

(1) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

 

同左 

 

 

 ② 時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

    時価法を採用しております。 

(2) デリバティブ 

同左 

 

３ 固定資産の減価償却の

方法 

 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法を採用しております。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を

除く）については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 

建物 ３～50年 

器具備品 ３～20年 
 

 

 

 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 

同左 

 (2) 無形固定資産及び長期前払費用（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。ただしソフトウェ

ア(自社利用分)については社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと 

して算定する定額法を採用しております。 

 

          

(2) 無形固定資産及び長期前払費用（リース資産を除く） 

 

 

同左 

 

(3) リース資産 

 

 

同左 

 

 

４ 引当金及び準備金の計

上基準 

 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

 

（2) 賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支払に備えるため、当社

所定の計算方法により算出した支給見込額のう

ち、当期において負担すべき額を計上しておりま

す。 

 

(1) 貸倒引当金 

 

 

同左 

 

 

(2) 賞与引当金 

 

同左 
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項 目 

前事業年度 
自 平成 24年４月 １日 
至 平成 25年３月 31日 

当事業年度 
自 平成 25年４月 １日 
至 平成 26年３月 31日 

  

(3) 役員賞与引当金 

  役員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込

額のうち当期において負担すべき額を計上してお

ります(執行役員に対する賞与引当金を含む。)。 

 

 

(4) 偶発損失引当金 

従業員の不正等に伴う顧客への今後の損害賠償金

の支払に備えるため、その経過等の状況に基づく

損失見積額を計上しております。 

 

 

 

(3) 役員賞与引当金 

   

同左 

 

 

 

(4) 偶発損失引当金  

 

同左 

 

 (5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を計上して

おります。なお、過去勤務債務は従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法によ

り按分した額を発生した事業年度から、数理計算上

の差異は平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)

による定率法により按分した額を発生した翌事業

年度から、それぞれ費用処理しております。 

 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を計上して

おります。過去勤務費用は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理しております。数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数(10年)による定率法に

より按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

 

 

 (6）特別法上の準備金 

金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引

法第46条の５の規定に基づく「金融商品取引業等

に関する内閣府令」第175条の定めるところにより

算出した額を計上しております 

(6) 特別法上の準備金  

 

 

 

同左 
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項 目 

前事業年度 
自 平成 24年４月 １日 
至 平成 25年３月 31日 

当事業年度 
自 平成 25年４月 １日 
至 平成 26年３月 31日 

 

５ 負ののれんの償却に関

する事項 

 

負ののれんは、５年間で均等償却しております。 

 

 

同左 

 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期の到来する流動性が高く、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。 

 

 

同左 

 

７ その他の財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項 

 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。 

 

 

同左 

 

 

(7) 会計方針の変更 
前事業年度 

自 平成 24年４月 １日 
至 平成 25年３月 31日 

当事業年度 
自 平成 25年４月 １日 
至 平成 26年３月 31日 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針

の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成

24年 4月１日以降に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

 この変更により、従来の方法に比べて当事業年度の営業

利益・経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ 1,672 千

円増加しております。 
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(8) 財務諸表に関する注記事項 

(貸借対照表関係) 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 

当事業年度 

(平成26年３月31日) 

１ 有形固定資産より控除した 

   減価償却累計額 

1,015,076千円 

 

１ 有形固定資産より控除した 

   減価償却累計額 

1,074,596千円 

 

２ 担保資産の対象となる債務 

 

短期借入金           50,000千円 

信用取引借入金 13,392,317千円 

計 13,442,317千円 

   上記債務に対し、下記の資産を担保に供しております。 

投資有価証券 

差入保証金   

104,378千円 

   50,000千円 

  (注) 貸借対照表に計上されている上記資産のほか、 

自己融資の本担保証券 3,406,468千円及び受入保 

証金代用有価証券 2,634,252千円を上記債務の 

担保に供しております。 

      なお、信用取引借入金の本担保証券は 13,375,903

千 

円及び信用取引貸証券2,528,044千円であります。 

 

 

２ 担保資産の対象となる債務 

 

短期借入金            50,000千円 

信用取引借入金 21,192,469千円 

計 21,242,469千円 

   上記債務に対し、下記の資産を担保に供しております。 

投資有価証券      189,045千円 

差入保証金      50,000千円 

  (注) 貸借対照表に計上されている上記資産のほか、 

自己融資の本担保証券 5,027,311千円及び受入保 

証金代用有価証券2,427,216千円を上記債務の 

担保に供しております。 

      なお、信用取引借入金の本担保証券は17,455,405

千 

円及び信用取引貸証券1,585,089千円であります。 

 

３  先 物 取 引 等 の 証 拠 金 と し て 、投資有価証券       

1,152,129千円を差入れております。 

   

３  先物取引等の証拠金として、投資有価証券       

440,455千円を差入れております。 

 

４ 差入れを受けた有価証券等 

信用取引貸付金の本担保証券25,756,186千円、信用

取引借証券1,174,047千円、受入証拠金代用有価証券

413,546 千 円 及 び 受 入 保 証 金 代 用 有 価 証 券 

28,145,110千円の差入を受けております。 

 

 

５ 保証債務 

  従業員住宅ローン      530千円 

 

４ 差入れを受けた有価証券等 

信用取引貸付金の本担保証券30,054,466千円、信用

取引借証券729,211千円、受入証拠金代用有価証券

399,229 千 円 及 び 受 入 保 証 金 代 用 有 価 証 券

32,035,400千円の差入を受けております。 

 

 

５ 保証債務 

  従業員住宅ローン    282千円 
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(損益計算書関係) 

前事業年度 
自 平成 24年４月 １日 
至 平成 25年３月 31日 

当事業年度 
自 平成 25年４月 １日 
至 平成 26年３月 31日 

１(1) トレーディング損益の内訳は次のとおりであります。 
 

トレーディング損益 

株券等         638,625千円 

債券等      972,063千円 

その他        13,178千円 
 

計     1,623,867千円 
 

 

１(1) トレーディング損益の内訳は次のとおりであります。 
 

トレーディング損益 

株券等          917,567千円 

債券等       765,567千円 

その他        36,585千円 
 

計      1,719,720千円 
 

 

  (2) 時価法による評価損益はトレーディング損益に含め

ております。 

内訳  

債券等 △1,716千円 

その他 △29千円 

計 △1,746千円 

  
 

 

  (2) 時価法による評価損益はトレーディング損益に含

めております。 

内訳  

株券等 

債券等 

83千円 

1,349千円 

その他 △110千円 

計 1,322千円 

  
 

 

  (3) トレーディング損益には市場デリバティブ取引等の

売買損益を含んでおります。 

  (3) トレーディング損益には市場デリバティブ取引等

の売買損益を含んでおります。 

  (4) その他のトレーディング損益は外国為替取引であり

ます。 

  (4) その他のトレーディング損益は外国為替取引であ

ります。 

  

２ 営業外収益のうち主要なものは次のとおりであります。 

 

負ののれん償却    261,598千円 

受取配当金        138,066千円 

その他       38,490千円 

   計          438,155千円 
  

２ 営業外収益のうち主要なものは次のとおりでありま

す。 

 

負ののれん償却     261,598千円 

受取配当金         147,046千円 

その他           104,550千円 

   計           513,194千円 
  

３ 営業外費用のうち主要なものは次のとおりであります。 

 

 

 

 
 
 

売買手違差金 

その他 

1,404千円 

1,764千円 

計 3,169千円 

３ 営業外費用のうち主要なものは次のとおりであります。 

 

 

 

 
 
 

売買手違差金 

その他 

3,017千円 

10,010千円 

計 13,028千円 
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  (株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式(株) 11,115,739 ― ― 11,115,739 
 

   

           

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式(株)（注） 681,763 274 20,000 662,037 
 

（注）自己株式の増加  274株の内訳： 単元未満株式の買取                  274株 

    自己株式の減少 90,000株の内訳： 自己株式の売却                  20,000株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
       
 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成24年５月25日 
取 締 役 会 

普通株式 52,169 5.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌期となるもの 
 
        次のとおり、決議を予定しております。 

 

 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成25年５月27日 
取 締 役 会 

普通株式 利益剰余金 177,712 17.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 
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当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式(株) 11,115,739 ― ― 11,115,739 
 

   

           

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式(株)（注） 662,037 394,862 37,000 1,019,899 
 

（注）自己株式の増加 394,862株の内訳: 単元未満株式の買取                     462株 

                          ：平成25年6月26日定時株主総会決議           394,400株 

による自己株式の取得 

自己株式の減少  37,000株の内訳： 自己株式の売却                    37,000株 
 
 

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
       
 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成25年５月27日 
取 締 役 会 

普通株式 177,712 17.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌期となるもの 
 
        次のとおり、決議を予定しております。 

 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成26年５月27日 
取 締 役 会 

普通株式 利益剰余金 403,833 40.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 
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  (キャッシュ・フロー計算書関係) 
 前事業年度 

 自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

  当事業年度 
   自 平成25年４月１日 
    至 平成26年３月31日 

 ※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成25年３月31日現在) 

現金・預金勘定 2,632百万円 

現金及び現金同等物 2,632百万円 
 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成26年３月31日現在) 

現金・預金勘定 4,049百万円 

現金及び現金同等物 4,049百万円 
 

 

 
（セグメント情報等） 

    当社の事業区分は、「投資・金融サービス業」のみであり、区分すべき事業セグメントは存在しませ

ん。したがって、報告セグメントも単一であるため、記載を省略しております。 

１.製品及びサービスごとの情報 

                                   (単位百万円) 

  

  

 

 

 

（注）売上高に代えて営業収益を記載しております。 

 

   ２.地域ごとの情報 

     本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３. 主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客からの営業収益で、損益計算書の営業収益の 10％以上を占めるものがないため、記

載を省略しております。 

 対顧客取引に係る業務 自己売買業務 合計 

外部顧客からの

営業収益 
4,710 1,719 6,430 



                            むさし証券株式会社 平成 26 年３月期 決算短信 

－ 25 － 

 

（1株当たり情報） 

前事業年度 

自 平成 24 年 4 月 1 日 

至 平成 25 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 25 年 4 月 1 日 

至 平成 26 年 3 月 31 日 

 
１株当たり純資産額 1,226.00円 

 

１株当たり当期純利益 84.69円 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 

 

  

１株当たり純資産額 1,439.24円 

 

１株当たり当期純利益 208.37円 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 

 

(注) 1 株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項  目 

前事業年度 

自 平成 24 年 4 月 1 日 

至 平成 25 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 25 年 4 月 1 日 

至 平成 26 年 3 月 31 日 

当期純利益 (千円) 883,612   2,136,503   

普通株式に係る当期純利益 (千円) 883,612   2,136,503   

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,433   10,253   

 

 

（ストック・オプション等関係） 
 

   該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象） 

 

該当事項はありません。 
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（２）その他 

１．手数料収入 
 

（１）科目別内訳                                    （単位：百万円） 

 前事業年度 
(自 平成24年４月 １日 

至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月 １日 

至 平成26年３月31日) 
増減率（％） 

委 託 手 数 料  1,986 3,514 76.9)  

    （株       券） ( 1,963) ( 3,469) (    76.7) 

    （債    券） (     2) (     0) ( △60.2) 

（受 益  証 券） (    11) (    40) (   246.1) 

(そ  の  他) (     9) (     4) (  △55.7) 
引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料 36  27  △22.4)  

    （株    券） (    30) (     25) (  △16.3) 

    （債    券） (     5) (      2) (  △59.4) 

募集・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の取扱手数料 549 666 21.2) 

その他の受入手数料 426 501    17.5  

合    計 2,999 4,710 57.1 
 

（２）商品別内訳                                     （単位：百万円） 

 前事業年度 
(自 平成24年４月 １日 

至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月 １日 

至 平成26年３月31日) 
増減率（％） 

株 券 

債 券 

受 益 証 券 

そ の 他 

2,057 

8 

857 

76 

3,573 

3 

1,068 

65 

73.7 

△53.4 

24.6 

△14.5 

合   計 2,999 4,710 57.1 
 

２．トレーディング損益                                                            （単位：百万円） 

                              前事業年度 
(自 平成24年４月 １日 

至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月 １日 

至 平成26年３月31日) 
増減率（％） 

株   券   等 

債   券   等 

そ   の   他 

638 

972 

13 

917 

765 

36 

43.7 

△21.2 

177.6 

合    計 1,623 1,719 5.9 
 

３．株式売買高（先物取引を除く）                      （単位：百万株、百万円）                                       

 前事業年度 
(自 平成24年４月 １日 

至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月 １日 

至 平成26年３月31日) 
増減率（％） 

株 数 金 額 株 数 金 額 株数  金額  

      合   計 4,651  1,755,163  4,344  2,716,304  △6.6  54.7  

     （自  己） 

     （委    託） 

(2,731) 

(1,919) 

(1,011,963) 

(743,200) 

(1,702) 

(2,642) 

(1,402,239) 

(1,314,064) 

(△37.6) 

(37.6) 

(38.5) 

(76.8) 

委託比率    ％ 41.2  42.3  60.8  48.3   

 

 

東証シェア  ％ 0.39  0.25  0.26  0.20  

１株当たり委託手数料 0 円 97 銭 1 円 27 銭 
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４．引受け・募集・売出しの取扱高                         （単位：百万株、百万円） 

                                    前事業年度 
(自 平成24年４月 １日 

至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月 １日 

至 平成26年３月31日) 
増減率（％） 

引受け・売出し・特

定投資家向け売付

け勧誘等の手数料 

   株   券 （株    数） 

      〃   （金    額） 

   債   券 （額面金額） 

0 

2,708 

13,480 

0 

658 

11,440 

△46.3 

△75.6 

△15.1 

募集・売出し・特定

投資家向け売付け

勧誘等の取扱手数

料※ 

   株   券 （株    数） 

      〃   （金    額） 

   債   券 （額面金額） 

   受益証券（金    額） 

0 

2,499 

13,461 

63,158 

0 

617 

11,530 

93,687 

△45.1 

△75.3 

△14.3 

48.3 

（注）※は売出高及び私募の取扱高を含んでおります。 

 

５．自己資本規制比率                                       （単位：百万円） 

 前事業年度 

(平成 25年３月 31日) 

当事業年度 

(平成 26年３月 31日) 

基 本 的 項 目  ( A ) 11,584 13,007 

補 完 的 項 目 

金融商品取引責任準備金等 

一 般 貸 倒 引 当 金 

評価差額金（評価益）等 

60 

11 

1,053 

86 

16 

1,118 

      計  （Ｂ） 1,125 1,221 

控 除 資 産               （Ｃ） 2,461 2,471 

固定化されていない自己資本の額(A)+(B)-(C) （Ｄ）  10,249 11,758 

リスク相当額 

市 場 リ ス ク 相 当 額 

取 引 先 リ ス ク 相 当 額 

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額 

512 

533 

1,020 

544 

709 

1,264 

           計    （Ｅ） 2,066 2,519 

自 己 資 本 規 制 比 率  

(D)/(E)×100(％) 
495.9%   466.7％ 

 

６．従業員数                                                        （単位：人） 

 前事業年度 

(平成 25年３月 31日) 

当事業年度 

(平成 26年３月 31日) 

役  員 7 7 

従 業 員 298 300 

 


